
◆機械経費、労務費、材料費を積み上げる（積上積算方式）は、受発注者に多くの負担。

『施工パッケージ型積算方式（仮称）』の試行導入について（概要） 別紙－４

◆平成１６年度より受発注者双方の積算労力の軽減や単価合意による変更協議の円滑化等を目的に「ユニットプライ
ス型積算方式」を試行したが、価格の妥当性への懸念、価格の透明性の確保等の課題が顕在化。

◆平成２２年度よりほぼ全ての土木工事で総価契約単価合意方式を導入しており、受発注者間で合意した単価の活
用も可能用も可能。

◆「ユニットプライス型積算方式」の課題を改良した「施工パッケージ型積算方式（仮称）」を試行導入する。

積算体系の簡素化課題１ 価格の妥当性への懸念課題２ 弾力的な契約変更課題４

積上積算とユニットプライス型積算
の２つが併存

『施工パッケージ型
対策１

受注者との合意単価のみによるユニットプライス（価格）の設定の妥当性への懸念

合意単価、応札者単価及び実態調査結果を踏まえ施工パッ
ケージ単価を設定

対策２

施工条件の変更に対する契約変更へ
の懸念

対策４『施工パッケ ジ型
積算方式』に統一

対策１ ケ ジ単価を設定
H22年度の合意単価、応札者単価と官積算との関係※１）

（直接工事費の細別ごとの合意単価、並びに応札者単価の分布状況の例）
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※１） 平成22年度の発注工事のうち、舗装、道路改良、築堤・護岸等の約60工事を無作為に抽出し、

その細別の分布状況を作成したもの

○施工条件の変更（土質の変更
等）による積算条件区分の変更

○作業土工を分離し、別途に必
要量を計上、積算

共通仮設費の一部

共通仮設費

一般管理費等

現場管理費

一般管理費等

現場管理費の一部

間接工事費ユニット

現場管理費の一部

施工パッケージ単価
実績ＤＢ

・データ分析（標準単価と補正式を公表）

実態調査結果

・実態調査の変動状況も確認

標準単価 ⇒ 積算単価へ補正 合意単価合意単価応札者単価

積算単価が不透明

ユニットプライス型積算方式は
積算単価が非公表

課題３ 標準単価および積算単価
への補正方法を公表

対策３

H24.1 鹿児島 積算単価

H23.9東京
標準単価

× ＋＝ Ｋ×
H24.1鹿児島機械単価
H23 9東京機械単価

ユニットプライス型積算方式
（作業土工含む）

施工パッケージ型積算方式
（作業土工を分離）

『施工パッケージ型積算方式
（仮称）』

「施工ﾊﾟｯｹｰｼﾞ単価」

直接工事費

共通仮設費 標準単価

Ｒ×

を公表

H23.9東京機械単価

H24.1鹿児島労務単価
H23.9東京労務単価

Ｚ×
H24.1鹿児島材料単価
H23.9東京材料単価

＋

Ｋ：標準単価に占める機械費の構成割合
Ｒ：標準単価に占める労務費の構成割合
Ｚ：標準単価に占める材料費の構成割合
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(床堀り・埋戻し)

擁壁ユニット
（作業土工含む）

＋

擁壁
パッケージ

作業土工
パッケージ一般管理費等

間接費の計上
方法は積上積
算と同様。

共通仮設費

現場管理費

◆平成24年10月1日以降に入札する土木工事より試行を開始。
◆平成24年度の「施工パッケージ単価」は、舗装、道路改良、築堤・護岸の細別について先行して設定する。
◆平成24年度の試行状況を踏まえた上で、施工パッケージ単価を順次拡大。


